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国立大学における研究科の設置等に係る手続等について

国立大学における研究科の設置等においては、従来、教育研究の水準の確保を図る
観点から、大学設置・学校法人審議会で審査を行うこととし、その手続等については、
平成２７年１月１４日付け事務連絡にてお知らせしておりましたが、今後、国立大学
法人における研究科の設置等に関する手続の種類及び設置計画書等の提出時期につい
ては、この事務連絡によるものといたしますので、その運用に当たっては遺漏のない
ようお取り計らいください。
なお、平成２２年度開設分より対象となった、国立大学における研究科の設置等に

係る情報公開資料の提出についても、平成２７年８月２７日付け事務連絡に基づき、
事務処理上、遺漏のないようお願いします。

記

研究科の設置等に関する手続の種類及び設置計画書等の提出時期について

（１）手続の種類等

意見伺い

○ 事前伺いに係る案件以外の学部・学科又は研究科・専攻（以下「研究科等」と
いう。）の設置等及び大学の統合等については、「設置計画書（公私立大学用様式
を準用）」を提出願います。なお、「設置計画書」の作成にあたっては、作成例（別
添１）を参照願います。

事前伺い

○ 以下の案件については、「設置計画の概要等(別添２－１、２－２）」を提出願
います。
ただし、国立大学と公私立大学間の共同設置による研究科等の設置については、

「設置計画書（公私立大学用様式を準用）」を提出願います。
・ 研究科等の設置若しくは専攻に係る課程の変更であって、当該大学が授与す
る学位の種類及び分野の変更を伴わないもの。（ただし、学部・研究科の新設、
独立専攻及び分野が特定できない研究科等の新設の場合は「意見伺い」となる
場合があります。）

○ 以下の案件については、「名称変更の概要（別添３－１、３－２、３－３)」を
提出願います。
・研究科等の名称の変更



設置報告

○ 「事前伺い」の提出後、大学設置・学校法人審議会において、設置の可否の判
定を受けた後、設置を行う場合には、「設置報告書（別添４）」を提出願います。
設置報告書受理後の学生募集活動となりますので、設置計画の内容について確

定次第速やかに提出願います。

廃止報告

○ 新たな研究科等の設置に伴い、既設の研究科等の学生募集を停止した場合には、
当該研究科等の在学生がいなくなることが確定した時点で「廃止報告書（別添５）」
を提出願います。

その他

○ 学位の名称変更について検討している場合は、適宜担当まで相談願います。
○ 設置後に行われる設置計画履行状況等調査において、見通しの甘さ等による設
置計画の大幅な変更、制度の理解不足による必要な手続きの不履行という事例が
見られました。各大学においては、該当する専門分野の教員を中心として構成・
計画を練り、十分な準備を経た上で提出願います。

○ 過去の意見伺いにおいて、設置計画書の専任教員就任予定者の教育研究業績書に
事実と異なる記載があったため、設置等に係る認可の基準に準じて設置を可としな
い期間の取扱（ペナルティ）の適用を受ける事例が見られました。各大学において
は、設置計画書の作成及びその内容の確認については万全を期していただきますよ
うお願いします。

○ 海外大学とのジョイント・ディグリーの実施に伴う国際連携学科等の設置に関す
る手続等については、「国際連携学科等の設置の認可申請に係る提出書類の作成の
手引き」のとおりですが、設置を検討している大学においては、設置計画書の提出
時期やその他詳細等について適宜担当まで相談願います。

○ 事前伺いの審査は以下の2回の時期となり、4月～5月受付の案件において補正を
要する意見が付された場合は、再度事前伺いを行うこととなります。6月～7月受付
の案件において当該意見が付された場合には、研究科等の設置ができない場合があ
りますので、手続には万全を期していただくようご留意ください。

（２）設置計画書等の提出時期

事 項 提 出 時 期

意見伺い

大学の統合等 開設年度の前々々年度の１０月下旬まで

研究科等の設置 開設年度の前々年度の３月下旬まで

事前伺い 平成２８年度受付期間

事前伺い受付期間 審 議

平成28年 4月25日(月)～ 5月 6日(金) 平成28年 6月中旬～下旬

〃 6月27日(月)～ 7月 1日(金) 〃 8月中旬～下旬

設置報告 開設年度の前年度の１２月３１日まで

廃止報告 当該研究科等の在学生がいなくなることが確定した時点

※平成２８年度設置案件から、公私立大学に準じ、意見伺いに係る計画書等の提出時期
を変更しておりますのでご留意ください。



担 当：文部科学省高等教育局
国立大学法人支援課 支援第四係

（支援第一～四係）
ＴＥＬ ０３－６７３４－３３４４(ダイヤルイン)
ＦＡＸ ０３－６７３４－３３８８



（別添１）

（作成例）

○ ○ 大 学 ○ ○ 学 部 設 置 計 画 書

年 月 日

高等教育局長 殿

,職名及び氏名

このたび、○○大学○○学部を設置したいので、別紙書類を添えて提出します。なお、

設置の上は、確実に提出した計画を履行します。

※研究科の専攻に係る課程の変更の場合

このたび、○○大学大学院○○研究科○○専攻の課程変更をしたいので、別紙書類を

添えて提出します。なお、課程変更の上は、確実に提出した計画を履行します。

（注）

１．学部の学科の設置計画書の場合には 「○○大学○○学部」を「○○大学○○学部○○、

学科」と、大学院の研究科、研究科の専攻の設置の場合には、設置内容に応じ「○○大学

大学院○○研究科 「○○大学大学院○○研究科○○専攻」としてください。」、

２．研究科の専攻に係る課程の変更の場合には 「○○大学○○学部設置計画書」を「○○、

大学大学院○○研究科○○専攻課程変更計画書」としてください。

３ 「職名及び氏名」の欄の は、本人の署名をもって代えることができることとします。． ,



（作成例） （別添２－１）

学位又
は称号

学位又は
学科の分野

異動元
助教
以上

うち
教授

文学部歴史文化学科 5 3

文学部言語学科 4 2

法学部法律学科 1 1

計 10 6

文学部歴史文化学科 2 1

文学部言語学科 3 1

経済学部経済学科 3 3

新規採用 2 1

計 10 6

学位又
は称号

学位又は
学科の分野

異動先
助教
以上

うち
教授

国際関係学部国際文化学科 5 3

国際関係学部国際開発学科 2 1

その他 1 1

退職 1 1

計 9 6

国際関係学部国際文化学科 4 2

国際関係学部国際開発学科 3 1

その他 1 1

退職 1 1

計 9 5

国際関係学部国際文化学科 1 1

法学部法律学科 15 6

新規採用 1 1

退職 1 1

計 18 9

国際関係学部国際開発学科 3 3

経済学部経済学科 13 6

新規採用 1 1

計 17 10

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

設　置　計　画　の　概　要

事 項 記 入 欄

事 前 相 談 事 項 事前伺い

計 画 の 区 分 学部の設置

フ リ ガ ナ ｺｸﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸﾎｳｼﾞﾝ　ﾏﾙﾏﾙﾀﾞｲｶﾞｸ

設 置 者 国立大学法人　○○大学

フ リ ガ ナ ﾏﾙﾏﾙﾀﾞｲｶﾞｸ

大 学 の 名 称 ○○大学  (The University of  ○○)

新 設 学 部 等 に お い て
養 成 す る 人 材 像

① ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
② ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
③ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

既 設 学 部 等 に お い て
養 成 す る 人 材 像

① ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
② ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
③ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

新 設 学 部 等 に お い て
取 得 可 能 な 資 格

【国際関係学部 国際文化学科】
　・中学・高校教員１種（国語，社会）
　　① 国家資格，② 資格取得可能
　　③ 卒業要件単位に含まれる科目のほか，教職関連科目の履修が必要
　・図書館司書
　　① 国家資格，② 資格取得可能
　　③ 卒業要件単位に含まれる科目の履修のみで取得可能だが，資格取得が卒業の必須条件ではない。
【国際関係学部 国際開発学科】
　・中学・高校教員１種（国語，社会）
　　① 国家資格，② 資格取得可能
　　③ 卒業要件単位に含まれる科目のほか，教職関連科目の履修が必要

既 設 学 部 等 に お い て
取 得 可 能 な 資 格

※ 上記「新設学部等」の欄と同様に記載してください。

新

設

学

部

等

の

概

要

新設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

授与する学位等
開設時期

専　任　教　員

国際関係学部
[faculty of
International
Relations]

国際文化学科
[Department of
Intercultural
Communication]

４ 80 - 320
学士

（国際文化学）

文学関係
社会学・社会福

祉学関係

平成29年
４月

国際開発学科
[Department of
International
Development]

４ 120
3年次

10
480

学士
（国際開発学）

文学関係
経済学関係

平成29年
４月

収容
定員

経済学部 経済学科 ４ 120

授与する学位等
開設時期

言語学科 ４ 80 - 320
学士

（文学）
文学関係

平成２年
４月

法学部 法律学科 ４ 150 - 600
学士

（法学）
法学関係

昭和40年
４月

３年次
10

500
学士

（経済学）
経済学関係

昭和45年
４月

【備考欄】

既

設

学

部

等

の

概

要

既設学部等の名称
修業
年限

専　任　教　員

文学部
（廃止）

歴史文化学科 ４ 60 - 240
学士

（文学）
文学関係

昭和40年
４月

入学
定員

編入学
定　員

新設学部等のみ記載してくださ
い。既設学部等は下段に記載して
ください。

専任教員数は、新設学部等の学年
進行終了時における人数を記載して
ください。「既設学部等の概要」の人
数に対応している必要があります。

新設学部等の書類提出時における既設学
部等の状況を記載してください。募集停止さ
れる場合は、(廃止)と記載してください。

新設学部等の学年進行終了時に
おける所属先の学部等名・人数を記
載してください。

大学院設置基準第14条における教育方法の特例を実施する場合は、その旨記載してください。
共同教育課程を編成する場合は、構成大学を記載してください。
（共同教育課程の記載例） 共同◇◇学科の構成大学：○○大学△△学部、□□大学☆☆学部

「設置する学部等において授与する学位
と同一の種類及び分野の学位を授与して
いる既設の学部等」について記載してくだ
さい。

英文名称を記載してください。

「基本計画書（様式第2号（その1の1）又は様式第2号（その1の2））」の「同一設
置者内における変更状況」の記入方法に従って記入してください。



（作成例）

必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 2 ○ 1 1

○○○概論（基礎） 1前 2 ○ 2 1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

◇◇◇◇ 1･2後 2 ○ 兼2

△△△論Ⅰ（基礎） 1･2前 2 ○ 1

△△△論Ⅱ（応用） 1･2後 2 ○ 1

△△△論Ⅲ（発展） 2･3前 2 ○ 1

×××論 2前 2 ○ 兼1

＄＄＄学 2前 2 ○ 兼1

％％％学 2前 2 ○ 1 兼1

＃＃＃史 1･2後 2 ○ 1

＊＊＊法 1･2後 2 ○ 兼2

◎◎◎法 2･3後 2 ○ 兼2

△△△史 1･2前 2 ○ 1 1

○○○概論 1･2後 2 ○ 1 集中

○○○総論 1･2前 2 ○ 兼1

1･2後 2 ○ 1 1 1

1･2前 2 ○ 1

2･3後 2 ○ 2

2後 2 ○ 2

－ 10 28 0 6 3 2 2 0 兼8 －

3後 2 ○ 2

■■■■論 2･3後 2 ○ 1 1

○○○法 2･3前 2 ○ 1 ﾒﾃﾞｨｱ

◇◇◇法 2･3前 2 ○ 1 1 ﾒﾃﾞｨｱ

◇◇◇史 3･4前 2 ○ 1 ﾒﾃﾞｨｱ

▼▼▼▼総論 3･4前 2 ○ 1

□□□学 3･4後 2 ○ 兼2

＄＄＄論 3･4後 2 ○ 兼2

▽▽▽学 3後 2 ○ 兼1

＃＃＃学（応用） 4後 2 ○ 1 1

○○○研究 3後 2 ○ 3

3後 2 ○ 2 1

4後 2 ○ 3 ※実験

4後 2 ○ 2 1 ※実験

4後 2 ○ 3

－ 6 24 0 9 4 1 1 0 兼3 －

3通 4 ○ 9 2

4通 4 ○ 9 2

－ 8 0 0 9 4 0 0 0 0 －

－ ○○ ○○ ○○ 10 6 2 2 0 兼11 －

学位又は称号 　学士（法律学） 学位又は学科の分野 　法学関係

総合演習

卒業論文

小計（２科目）

授業形態 専任教員等の配置

備考

専
門
基
礎
科
目

●●●概論

△▼△論

×××Ⅰ（基礎）

×××Ⅱ（応用）

■■■基礎演習

小計（19科目） －

専
門
応
用
科
目

○○○概論（応用）

×××研究

□□□発展演習

（別添２－２）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要 （ 事 前 伺 い ）
（法学部法学科）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数

■■■発展演習

◆◆◆発展演習

小計（15科目） －

－

合計（１２科目） －

前期，後期，通年等の開講
時期を配当年次の横に記載
してください。

兼任・兼担が授業
を担当する場合，そ
の人数を記載してく
ださい。

小計欄は科目区分毎
の教員の実数を記載
してください。

複数の授業形態をとる
場合、主たる形態以外の
授業形態を記載してくだ
さい。

「学位の種類及び分野の変更等に関
する基準」(文科省告示)に定める学位
の分野を記載してください(複数ある場
合は複数記載)。



１時限の授業時間 ９０分

必修科目２４単位，専門基礎科目の選択科目から２２単位、専門応
用科目の選択科目から１８単位以上を修得し、１２４単位以上修得
すること。
（履修科目の登録の上限：○○単位（年間））

卒 業 要 件 及 び 履 修 方 法 授業期間等

１学年の学期区分 ２学期

１学期の授業期間 １５週

　
  Ⅰ　設置の趣旨・必要性
　（背景）
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
    －－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　（本学に設置する必要性）
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　
　Ⅱ　教育課程編成の考え方・特色
　（教育課程の基本的な考え方）
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　
　（教育課程の特色）
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

設置の趣旨・必要性

意見伺い時に作成する「設置の趣旨等
を記載した書類」に準じて、特に設置に
当たっての背景、必要性について具体
的に記載してください。
※「Ⅰ 設置の趣旨・必要性」以下の見
出しについては、記載例となっておりま
すので、適宜見出しを追加いただいて構
いません。
※必要に応じて適宜図表を挿入してくだ
さい。

意見伺い時に作成する「設置の趣旨等
を記載した書類」に準じて、特に教育課
程の体系性や特色について具体的に記
載してください。
※「Ⅱ 教育課程編成の考え方・特色」
以下の見出しについては、記載例となっ
ておりますので、適宜作成ください。
※必要に応じて適宜図表を挿入してくだ
さい。

ページ数は必要に応じて適宜追加
してください。

コースによって卒業要件及
び履修方法が変わる場合に
は、各コース毎の履修要件
が明確になるよう記載してく
ださい。



（作成例） （別添３－１）

事 項

計 画 の 区 分

フ リ ガ ナ

設 置 者

フ リ ガ ナ

大 学 の 名 称

名称変更の内容 （現在の名称） （変更後の名称）

　○ ○ 学 部 → 　◎ ◎ 学 部

　　英訳名（　　　　） 　　英訳名（　　　　）

　　 □ □ 学 科 →      △ △ 学 科

　　   英訳名（　　　　） 　　   英訳名（　　　　）

　　 ☆ ☆ 学 科 　　 ☆ ☆ 学 科

　　   英訳名（　　　　） 　　   英訳名（　　　　）

名称変更の時期

新名称の対象年次

名称変更の理由

在校生への対応

名　称　変　更　の　概　要

平成　　年　　月　　日

第１年次　～　第４年次

　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

記 入 欄

学部及び学部の学科の名称変更

　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○

ｺｸﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸﾎｳｼﾞﾝ　ﾏﾙﾏﾙﾀﾞｲｶﾞｸ

国立大学法人　　○○大学

ﾏﾙﾏﾙﾀﾞｲｶﾞｸ

○○大学

英訳名は国際通用性に留意して記載してください。

※名称変更の事前伺いの対象
大学：学部・学科名、研究科・専攻名

当該名称変更に際して，いつ，どのような手段に
より，学生や保護者等から同意を得たか又は得る
予定かについて，具体的に記載してください。

学部名の変更であれば，当該学部を構成する学科名を全て記載してください。
学科名を変更する場合は，当該学科の学部名も記載してください。



（作成例） （別添３－２）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

開設又は
変更時期

変 更 内 容
学 位 又 は
学 科 の 分 野

手続きの区分

社会福祉学部社会福祉学科 社会学・社会福祉学

社会福祉学部福祉心理学科　設置
文学
社会学・社会福祉学

心理学部心理学科　設置 文学 事前伺い（学科）

社会福祉学部保健福祉学科

社会学・社会福祉学
保健衛生学（看護学関係及
びリハビリテーション関係を
除く）

事前伺い（学科）

社会福祉学部福祉心理学科の学生募集停止 －
廃止報告又は廃止
報告（予定）（学科）

社会福祉学部 → 総合福祉学部

　保健福祉学科 → 医療福祉学科

設 置 時 か ら の 組 織 の 変 更 状 況

平成８年４月 意見伺い（学部）

事前伺い（名称
変更（学部））

平成29年4月

平成16年4月

社会学・社会福祉学
保健衛生学（看護学関係及
びリハビリテーション関係を
除く）

「学位の種類及び分野の変更等に
関する基準」の別表第一の分野を記
載してください。



（作成例） （別添３－３）

必
　
修

選
　
択

自
　
由

必
　
修

選
　
択

自
　
由

必
　
修

選
　
択

自
　
由

2 2 名称変更 2

2 廃止

2 新設 2

2 新設

2 2 2

2 2 統合 2

2

2 2 2

2 2 2

2 新設

2 2 2

2 新設 2

2 統合 統合

2

2 2 2

2 2 分割 2

2 分割 2

2 分割 2

2 2 2

2 廃止

2 新設 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 統合 2

2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

10 28 0 10 28 0 10 28 0

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 新設

2 2 新設 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2 統合

2 2

2 2 2

2 2 2

2 2 2

6 24 0 6 24 0 6 24 0

4 4 4

4 4 4

8 0 0 8 0 0 8 0 0

○○ ○○ ○○ ○○ ○○ ○○ ○○ ○○ ○○

卒業要件及び履修方法

必修科目２４単位、専門基礎科目の選択
科目から２２単位、専門応用科目の選択
科目から１８単位以上を修得し、１２４
単位以上修得すること。
（履修科目の登録の上限：○○単位（年
間））

専
門
科
目

専
門
応
用
科
目

専
門
基
礎
科
目

法学関係

▽▽▽学

×××論

＄＄＄学

学位又は学科の分野

総合演習

卒業論文

小計（２科目）

合計（１２科目）

■■■■論

％％％学

小計（15科目）

○○○法

◇◇◇法

設 置 時 か ら の 教 育 課 程 の 変 更 状 況

共
通
教
養
科
目

教
養
教
育
科
目

外
国
語
科
目

体
育

【 設置時（昭和○○年４月） 】

（法学部法律学科）

◎◎◎法

授業科目の名称

？？？論

スポーツ実技（＃＃）

スポーツ実技（▼▼）

△△△総論

●●●概論

∑∑∑学

単位数

共
通
教
育
科
目

科目
区分

▲▲▲法

科目
区分

◆◆◆発展演習

体
育

専
門
科
目

専
門
基
礎
科
目

●●●概論

×××Ⅰ（基礎）

×××Ⅱ（応用）

■■■基礎演習

小計（19科目）

▼▼▼▼総論

□□□学

＄＄＄論

＃＃＃学（応用）

×××研究

◆◆◆発展演習

○○○概論

○○○研究

■■■基礎演習

小計（19科目）

○○○総論

法学関係

卒業要件及び履修方法

小計（15科目）

総合演習

卒業論文

小計（２科目）

専
門
応
用
科
目

○○○概論（応用）

×××研究

＃＃＃史

＊＊＊法

○○○概論（応用）

×××Ⅰ（基礎）

×××Ⅱ（応用）

授業科目の名称

単位数

【 名称変更前 】

（法学部法律学科）

●●●●入門

◇◇◇史

＠＠＠学

△△△法

％％％％

○○語

変更内容

◎◎◎法

○○○論

＠＠＠学

⊿⊿⊿法

※※※史

×××論

◆◆◆語

△△△論Ⅰ（基礎）

％％％学

￥￥￥学

％％％％

○○語

△△△論Ⅲ（応用）

科目
区分

授業科目の名称

単位数

外
国
語
科
目

○○語

実践○○語

＄＄＄論

▽▽▽学

∑∑∑学

△△△論Ⅱ（発展）

スポーツ実技

○○○○入門

◇◇◇法

◇◇◇史

▼▼▼▼総論

□□□学

■■■■論

○○○法

＃＃＃史

＊＊＊法

×××Ⅰ（基礎）

×××Ⅱ（応用）

■■■基礎演習

＃＃＃史

＊＊＊法

◎◎◎法

○○○論

専
門
科
目

専
門
基
礎
科
目

●●●概論

△△△論Ⅰ（基礎）

△△△論Ⅱ（発展）

△△△論Ⅲ（応用）

×××論

￥￥￥学

％％％学

小計（19科目）

専
門
応
用
科
目

○○○概論（応用）

■■■■論

○○○法

◇◇◇法

◇◇◇史

▼▼▼▼総論

□□□学

＄＄＄論

必修科目２４単位、専門基礎科目の選択科目から
２２単位、専門応用科目の選択科目から１８単位
以上を修得し、１２４単位以上修得すること。
（履修科目の登録の上限：○○単位（年間））

★★★法

合計（１２科目）

学位又は学科の分野 法学関係

卒業要件及び履修方法

総合演習

卒業論文

小計（２科目）

◆◆◆発展演習

小計（15科目）

☆☆☆学

○○○研究

×××研究

必修科目２４単位、専門基礎科目の選択科目から
２２単位、専門応用科目の選択科目から１８単位
以上を修得し、１２４単位以上修得すること。
（履修科目の登録の上限：○○単位（年間））

○○○研究

＃＃＃学（応用）

合計（１２科目）

学位又は学科の分野

【 名称変更後 】

（法学部法学科）

？？？論？？？論

変更内容

共
通
教
育
科
目

基
礎
教
育
科
目

○○○○入門

※※※史

◆◆◆語

体
育

スポーツ実技

∑∑∑学

♪♪♪♪論

××語 ××語 ××語

＠＠＠学

⊿⊿⊿法

％％％％

基
礎
教
育
科
目

外
国
語
科
目

「設置時」からの変更内容
を記載してください。

「名称変更前」からの変更
内容を記載してください。

変更内容が「統合」、「分割」等の場合
は、表と表の間に矢印を付すなどして、
対応関係が分かりやすいようにしてくだ
さい。



Ⅰ 「事前伺い（名称変更以外）」時の記入方法

１．設置計画の概要（別添２－１）

（１） 『計画の区分』の項には，以下の区分の別を記入してください。

・学部の設置

・学部の学科の設置

・研究科の設置

・研究科の専攻の設置（又は研究科の専攻の課程変更）

（２） 『新設学部等において養成する人材像』及び『既設学部等において養成する人材像』

の項には，当該学部等において，①どのような人材を養成するのか，②学生にどのよ

うな能力を習得させるのか等の教育研究上の目的，③卒業後の進路等をそれぞれ具体

的に記入してください。まず，学部等に関する①及び②を記載した上で，①から③を

学科ごとに記載してください。『既設学部等において養成する人材像』の項には，今

回設置する学部等と同一の種類及び分野の学位を授与している学部等について記載し

てください。

（３） 『新設学部等において取得可能な資格』及び『既設学部等において取得可能な資格』

の項には，取得可能な資格を一覧でわかりやすく整理してください。なお，記入に当

たり，①国家資格か，民間資格か，②資格取得が可能なのか，受験資格が取得できる

のか，③資格取得が卒業（修了）要件なのか，追加して科目を履修する必要があるか

などについて，明確に分類してください。なお，取得可能な資格が多い場合は，当該

学部等の目的等を踏まえ，主な資格の名称を記載してください。

（４） 『新設学部等の概要』

① 『新設学部等の名称』の項には，当該申請に係る学部等の名称を記入してくださ

い。

② 『修業年限』『入学定員』『編入学定員』『収容定員』の項には，完成年度におけ

る状況を記入してください。

なお『編入学定員』の項は，編入学定員を設ける場合に，編入学を行う年次ごと

に記入してください。

③ 『学位又は称号』の項には，当該学科等において授与する学位の名称を記入して

ください。

④ 『学位又は学科の分野』の項には，「学位の種類及び分野の変更等に関する基準

（平成１５年３月３１日文部科学省告示第３９号）」の別表第一に定める学位の分

野のうち該当する分野を記入してください。学位の分野が複数含まれる場合は，当

該複数の分野を並列して記入してください。学位の分野が特定できない学際領域の

場合は，「学際領域」と記入してください。

※ 「学位の種類及び分野の変更等に関する基準」が改正され（平成２６年２月３

日公布，平成２６年４月１日施行），従来の「保健衛生学関係」の学位の分野が，

「保健衛生学関係（看護学関係）」「保健衛生学関係（リハビリテーション関係）」

「保健衛生学関係（看護学関係及びリハビリテーション関係を除く。）」に変更さ

れております。また，学際領域の取扱い方法についても変更されておりますので，

留意してください。詳細は，「大学の設置等の認可の申請及び届出に係る手続等

に関する規則の一部を改正する省令等について」（平成２６年２月４日国立大学

法人支援課事務連絡）に添付の施行通知を参照してください。

⑤ 『開設時期』の項には，新設学部等が開設する時期を記入してください。

⑥ 『専任教員』の項には，完成年度において新設学部等に所属する専任教員の人数



を，書類提出時の所属学科等ごとに分類して記入してください。

なお，他の大学や企業に所属している者を新たに採用する場合は「新規採用」と

して人数を記入してください。

（５） 『既設学部等の概要』

① 『既設学部等の名称』の項には，（ア）設置する学部等において授与する学位と

同一の種類及び分野の学位を書類提出時に授与している既設の学部等，（イ）既設

の学部から新設学部等に一部の専任教員が所属を移行する場合の当該既設学部等の

名称をすべて学科等ごとに記入してください。

また，学生募集を停止するものは，名称の後に「（廃止）」と記入してください。

※上記（２）及び（３）における『既設学部等』に係る各項については，（ア）の

みの記入で構いませんが，『既設学部等の概要』の項には，（イ）についても必ず記

入してください。

なお，定員の振替は設置の要件に該当するか否かには関係ありませんので，新設

学部等への定員の振替があっても記入する必要はありません。

② 『修業年限』『入学定員』『編入学定員』『収容定員』『授与する学位等』『開設時

期』の項については，上記（４）『新設学部等の概要』の②～⑤を参考に，書類提

出時の状況を記入してください。

③ 『専任教員』の項には，新設学部等の完成年度における所属ごとの人数を記入し

てください（異動のない場合も含む。）。

兼任教員になるなど，専任教員でなくなる場合の所属は「その他」，退職をして

いる場合は「退職」と記入してください。

（６） 『備考欄』には，「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引き」における「同一

設置者内における変更状況」（３３頁参照）の記入方法を参考に作成してください。

また，設置手続に係る専門的判断を要する確認事項（例：学位の英文表記や教育課程

の構成等）がある場合や，大学院設置基準第１４条における教育方法の特例を実施す

る場合は，その旨を記載してください。なお，共同教育課程を編成する場合は，構成

大学を記載してください。

２．教育課程等の概要（事前伺い）（別添２－２）

（１） 以下の①～②それぞれについて学科等ごとに作成してください。

① 新設学部等

② １．設置計画の概要（５）「既設学部等の概要」①（ア）に該当するすべての学

科等。（イ）のみに該当する学科等については作成する必要はありません。

（２） 「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引き」における「教育課程等の概要（様

式第２号（その２の１）又は様式第２号（その２の２））」（６７頁～７２頁参照）の

記入方法を参考に作成してください。「備考欄」に係る兼任・兼担教員の配置が書類

提出時までに決まっていない場合は，人数については記入する必要はありません。

なお，②の既設の学科等については，「設置の趣旨・必要性」，「卒業要件及び履修

方法」及び「授業期間等」を記入する必要はありません。

（３） 「設置の趣旨・必要性」については、「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引

き」における「設置の趣旨等を記載した書類」（８４頁～参照）の記入方法を参考に、

「設置の趣旨及び必要性（設置に当たっての背景も踏まえて）」や、「教育課程編成

の考え方・特色」について具体的に記載してください。

必要に応じて図表の挿入や、頁数の追加を行ってください。



３．学生の確保の見通し等を記載した書類

基本的には，「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引き」における「学生の確

保の見通し等を記載した書類」（１０６頁参照）の記入方法を参考に作成してくださ

い。（様式任意）

４．提出方法等

（１） 計画の種類ごとにＡ４判縦型で作成し，「設置計画の概要」，「教育課程等の概要」

の順にまとめて両面印刷で左上すみをホッチキスで綴じ，２０部提出してください。

なお，「学生の確保の見通し等を記載した書類」については，本書類のみ抜き出し

た資料に大学及び新設学部等の名称を記載した表紙（様式任意）を付けて，両面印刷

で左上すみをホッチキスで綴じ，別途２０部ご提出ください。

（２） 右下に大学名及び通し頁を付してください。

Ⅱ 「事前伺い（名称変更）」時の記入方法

１．名称変更の概要（別添３－１）

（１） 『計画の区分』の項には，以下の区分の別を記入してください。

・学部の名称変更

・学部の学科の名称変更

・研究科の名称変更

・研究科の専攻の名称変更

（２） 『名称変更の内容』の項には，具体的な変更内容を記入してください。

計画の区分にかかわらず，学部名，学科名等については，名称変更を行う学部，学

科名等だけではなく，当該学部を構成する学科名等を全て記載してください。

また，日本語名称だけでなく，英訳名も記入してください。

（３） 『新名称の対象年次』には，何年次の学生から変更後の名称を適用するかを記入し

てください。なお，名称変更は，学部等の設置とは異なり，名称変更前後で設置目的，

人材養成像，教育課程，授与する学位分野等に変更がないことが前提となるため，対

象年時は基本的には「１～４年次」となりますが，「１～４年次」以外の適用対象年

次を記載する場合は，『名称変更の理由』の項に，理由を具体的に記入してください。

（４） 『名称変更の理由』の項には，当該名称変更を要する具体的な理由を記入してくだ

さい。

（５） 『在校生への対応』の項には，当該名称変更に際して，学生や保護者等から同意を

得ているのか否かについて記入してください。また，同意を得ている場合は，①「い

つ」，②「どこで」，③「誰に対して」，④「どのような方法で」，⑤「どの程度の」

同意を得たか（又は得る予定か）など具体的に記入してください。

２．設置時からの組織の変更状況（別添３－２）

（１） この書類は，名称変更しようとする学部等が意見伺い又は事前伺いにより設置され

て以降，当該学部等の同一性が確保されていることを確認するためのものです。当該

学部等が意見伺い又は事前伺いにより設置した時期を起点として，名称変更に至るま

での組織の変更状況を記入してください。

（２） 『開設又は変更時期』の項には，開設又は変更を行った時期を記入してください。

（３） 『変更内容』の項には，例えば，学部の名称変更であれば当該学部及び当該学部に



設けられた学科（当該学部以下）すべて，学部の学科の名称変更であれば当該学科の

みについて記入してください。

（４） 『学位又は学科の分野』の項には，各学科等において授与する学位の分野について，

設置又は変更後の「学位の種類及び分野の変更等に関する基準（平成１５年３月３１

日文部科学省告示第３９号）」に従って記入してください。平成１５年度以前の学科

等の分野については，設置時の分野を記入してください。学位の分野が複数含まれる

場合は，当該複数の分野を並列して記入してください。学位の分野が特定できない学

際領域の場合は，「学際領域」と記入してください。

（５） 『手続きの区分』の項には，意見伺い，事前伺い（名称変更の場合は事前伺い（名

称変更））の別を記入してください。

３．設置時からの教育課程の変更状況（別添３－３）

（１） この書類は，名称変更しようとする学部等が設置されて以降，当該学部等の同一性

が確保されていることを，カリキュラム面から確認するためのものです。名称変更し

ようとする学部等が意見伺い又は事前伺いにより設置した時期からの教育課程の変更

状況について，学科等ごとに作成してください。

（２） 基本的には，「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引き」における「教育課程

等の概要（様式第２号（その２の１）又は様式第２号（その２の２））」（６７頁参照）

の記入方法を参考に作成しつつ，以下の点に留意してください。

① 【設置時】には，当該学部等を設置した時期を（ ）書きで記入してください。

② 【名称変更前】の「変更内容」の項には【設置時】からの変更内容を，【名称変

更後】の「変更内容」の項には【名称変更前】からの変更内容をそれぞれ記入して

ください。変更内容は，『新設』『廃止』『統合』『分割』『名称変更』等の別を記入

してください。設置時以降，名称変更前までカリキュラムに変更がない場合は，【設

置時】及び【名称変更後】のみ作成し，【名称変更前】は作成する必要はありませ

ん。

また，変更内容が『統合』や『分割』等の場合は，表と表の間に矢印を付すなど

して，対応関係がわかるようにしてください。

４．提出方法等

（１） Ａ４判縦型で作成し，「名称変更の概要」，「設置時からの組織の変更状況」，「設置

時からの教育課程の変更状況」の順にまとめて両面印刷で左上すみをホッチキスで綴

じ，１０部提出してください。

（２） 右下に大学名及び通し頁を付してください。



（別添４）

（作成例）

平成 年 月 日

高等教育局長 殿

,報告者の職名及び氏名

○ ○ 大 学 ○ ○ 学 部 設 置 報 告 書

このたび、○○大学○○学部を設置することについて、別紙書類にて報告いたします。

※名称変更の場合

このたび、○○大学○○学部における学科名称を変更することについて、別紙書類にて報

告いたします。

○○大学－１

（注）

１．学部の学科の設置の報告の場合には 「○○大学○○学部」を「○○大学○○学部○○、

学科」と、大学院の研究科、研究科の専攻の設置の報告の場合には、報告内容に応じ「○○

大学大学院○○研究科 「○○大学大学院○○研究科○○専攻」としてください。」、

２ 「報告者の職名及び氏名」の欄の は、本人の署名をもって代えることができることと． ,

します。

３．本報告書には別添資料として運営委員会へ事前伺いを行った設置計画の概要等を添付

してください。

なお、分野や名称・カリキュラム等について、委員会から意見の伝達を受けている場合

は、その内容を反映させた設置計画の概要等を添付してください。

４．右下すみに別添１を含め、大学名及び通し頁を付してください。

５．書類は、計画の種類ごとに、Ａ４判縦型で作成し、両面印刷で、左上すみをホッチキス

で綴じたものを１部を提出してください（郵送で結構です 。）



（別添５）
（作成例）

平成 年 月 日

高等教育局長 殿

,報告者の職名及び氏名

○ ○ 大 学 ○ ○ 学 部 △ △ 学 科 廃 止 報 告 書

このたび、○○大学○○学部△△学科を廃止することについて、別紙書類にて報告いたし
ます。

○○大学－１

（注）

１ 「報告者の職名及び氏名」の欄の は、本人の署名をもって代えることができることと． ,
します。

２ 本報告書については 学部 研究科 等単位の設置に係る廃止であっても 当該学部 研． 、 （ ） 、 （
究科）等の学科（専攻）等で廃止が確定した単位毎に提出願います。ただし、複数の学科

（専攻）等が同時期に廃止となる場合は、本報告書の公文書を１枚にまとめていただいて
構いません。

３．本報告書には、廃止の事由及び時期並びに学生の処置方法を記載した書類を添付してく
ださい。また、添付書類については、１学科（１専攻）等毎に作成願います。

・ この書類には、次の項目を必ず盛り込んでください。
ア 廃止する大学等の概要

廃止する大学名、学部等、学科等名、研究科等、専攻等名
入学定員及び収容定員
当該大学等の所在地
学生募集の停止時期

イ 廃止の事由（例：○○学科（専攻）を設置したことにより、平成○○年度から学生
募集を停止した○○学科（専攻）において、平成○○年○月○日付けで在籍する最後
の学生が卒業（修了、退学等）するため ）。

ウ 学生の処遇（在籍する学生がいなくなる場合は「該当なし」と記入願います ）。
エ 教職員の処遇（例：既に○○研究科へ移行した （廃止とともに○○研究科へ移行。

する ）。）
オ 施設設備の処置（例：既に○○研究科へ移管した （廃止とともに○○研究科へ移。
管する ）。）

カ 学籍関係書類の保存方法（管理担当部署名及び電子システムにより管理している場
合はその旨を記入願います ）。

キ 廃止の時期

４．右下すみに、大学名及び通し頁を付してください。

５．書類は、Ａ４判縦型で作成し、左上すみをホッチキスで綴じたものを１部を提出してく
ださい（郵送で結構です 。）


